
令和７年度の取組概要及び方向性
（素案）

【資料３】

令和７年１月
内閣官房・消防庁・沖縄県・先島５市町村
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目 的

令和６年度の図上訓練に向けた「意見交換会」及び「図
上訓練」の成果・課題等をもとに令和７年度の取組概要
や検討・調整の進め方、訓練について、関係機関と認識
共有を図る。
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１ 航空輸送力の確保について
○ 住民避難登録センター（JHTC）及び空港における避難誘導の要領について、延べ410人
規模で実地確認を実施。課題の検証と改善により実行性の向上が図られた。

○ 受入空港のスポット計画及び誘導パターンについて、一案を作成。
２ 船舶輸送力の確保について
○ 船舶の役割の整理（要配慮者及びペット同伴者の搬送）及び現物確認を実施し、候補船
の態様に応じた具体的な活用方策案を作成。また、候補船を最大限活用するための方策（
車両甲板の活用）を検討。

○ 近海区域（沖宮海峡）を航行可能な候補船の洗い出し、沖縄本島ー九州間の船舶輸送力
の確保等について、一定程度の進展が図られた。

○ 港湾における候補岸壁及び避難誘導要領の考え方を整理。
３ 要配慮者の避難について
○ 人口規模が大きい市も含め、行政支援が必要な要配慮者の規模を把握。
○ 医療関係者の意見を踏まえた搬送区分別（７分類）の搬送手段及び付添体制の整理。
○ 要配慮者の負担軽減等の観点から、航空機の更なる活用の検討に着手。
○ 島内避難に関し、搬送手段の最終判断をする「救護所」等の位置付けを検討。

４ 市町村の避難実施要領等について
○ 要配慮者の域外避難の検討の進展に応じ、医療機関等の施設及び在宅の要配慮者の避難
実施要領をモデル的に検討し、一案を得た。

○ 関係機関との検討会等を通じた島内輸送手段や避難体制の実行性の向上、特にライフラ
インの確保・維持、住民避難に係る職員等配置について、全市町村で一案を得た。

令和６年度訓練等の成果
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１ 検討体制の強化
○ 検討・整理の深化に伴い、国民保護対策本部体制における役割を踏まえた、関係部局
（住民生活、医療福祉、土木交通等）との更なる連携が必要。

２ 航空輸送力の確保について
○ 空港運用時間や避難先空港の条件も考慮したスポット運用案の実行性向上の継続検討。
○ 空港及びJHTCについての石垣市の実地確認を踏まえ、他空港も含めた避難誘導要領の改
善の継続検討。

○ 宮古島市における避難誘導要領について、実地確認の実施を含め検討。
３ 船舶輸送力の確保について
○ 近海区域（沖宮海峡）を航行可能な船舶の確保及び候補船の最大限の活用について継続
検討。

○ 港湾における避難誘導要領案について、実地確認の実施を含め検討。
４ 要配慮者の避難について
○ 市町村における要配慮者の状況、搬送区分別の搬送手段及び付添体制案、必要アセット
及び人員案について、更なる検討。医療従事者等の応援確保に関する検討。

○ 避難者の負担軽減等の観点からの航空機の更なる活用についての検討の深化。
○ 各市町村における「救護所」等の設置及び体制整備に関する具体的検討。

５ 市町村の避難実施要領等について
○ 住民避難に当たっての人員体制の確保、家畜・ペット、荷物の別送等の継続検討。
○ 地域住民からは「島に残りたい」、「平和的な外交に力を注ぐべき」といった不安の声

もあることから、国・県と連携した丁寧な説明と十分な協議が必要。

令和６年度訓練等の課題
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取組の全体イメージ
１ 検討体制の強化

検討・整理の進化に伴う沖縄県庁関係部局（住民生活、医療福祉、土木交通等）との連携強化

２ 域外輸送計画のさらなる実行性の向上
（１） 航空輸送計画の実行性の向上

     要配慮者の負担軽減等の観点からの航空機の更なる活用
     保安検査要員の確保など体制面の強化、実地確認の結果や要配慮者搬送の検討を踏まえた空港の運用時間の

延長等、避難先地域の空港も含めた具体的な運用
（２） 先島諸島から沖縄本島以北への船舶輸送力確保に係るさらなる検討

     近海区域（沖宮海峡）を航行可能な船舶の引き続きの確保、車両甲板の活用等のアセット活用の更なる具体化

３ 要配慮者の避難手順のさらなる具体化
（１） 要配慮者の搬送手段及び付添体制、医療従事者等の応援確保に関する検討、搬送先との調整要領、

個々の要配慮者の避難誘導の具体的な対応
（２） 要配慮者の負担軽減等の観点からの航空機の更なる活用【再掲】

４ 各市町村内での避難誘導に伴う個別の諸課題の掘り下げ
（１） 市町村の避難実施要領の案の実行性向上

島内輸送計画等の実行性確保（要配慮者の避難誘導に係る具体化を含む）、地元住民への周知・理解促進に向
けた検討

（２） 円滑な避難誘導のための実地確認の検討
 ５ 避難先地域の地方公共団体との連携

受入検討における九州・山口各県との連携

令和７年度 取組スケジュール（予定）
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